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１ クリーン農業とは

○ 「クリーン農業」とは、堆肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限
にとどめるなど、農業の自然循環機能を維持・増進させ、環境との調和に配慮した安全・安心、品質の高い農産物の安定生
産を進める農業。

○ 平成３年（1991年）に北海道が全国に先駆けて提唱。
○ 「クリーン農業」では、国の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」に基づく「特別栽培農産物」や、化学肥料や農薬を基
本的に使用しない「有機農業」なども含めて取り扱う。

１．土づくりの推進
２．化学肥料の低減
３．化学合成農薬の低減

○ 農業の自然循環機能の
維持・増進

○ 安全・安心で高品質な
農産物の安定生産

■ クリーン農業の概念図■ クリーン農業の目的
収量や品質に影響がない

不使用

化学肥料・化学農薬の低減をより重視

北海道のクリーン農業

クリーン農業以外の農業

YES!clean農産物

特別栽培農産物

有機農業

化学肥料 減

有機農産物
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○ 効率性の過度な追求や不適切な資材利用・管理による農業生産活動は、環境への悪影響などを招くおそれがある。
○ 本来、農業生産活動は自然循環機能を有しており、環境と調和のとれたクリーン農業は①温室効果ガスの発生抑制、②生
物多様性の維持・保全などの環境保全上の多様な機能を発揮。
○ 近年、環境問題に対する社会の関心が高まる中で、クリーン農業の推進は、北海道農業が消費者の信頼を得て、競争力の
ある産業として持続的に発展していく上でも重要な取組。

２ クリーン農業と環境保全との関わり

■ 環境と調和のとれたクリーン農業■ 農業生産活動の主な環境リスク

主な農作業
河川・湖沼

・地下水・海域
大気・温暖化・オゾン層 土壌・生態系

ほ場管理
○土壌粒子の流亡などに

　よる水質汚濁・富栄養化

○水田土壌等からの温室効

　果ガスの発生

○風水食による土壌流亡に

　伴う生活環境の悪化

プラスチック

資材等

○野焼きなどによる有害

　物質の発生

○不適切な埋立などによる

　生態系への影響

家畜飼養

○家畜排せつ物の不適切な

　処理などによる

　水質汚濁・富栄養化

○反すう動物の消化管内

　発酵による温室効果ガス

　（メタン）の発生

○悪臭

かんがい
○代かき用水の排水などに

　よる水質汚濁・富栄養化

農業機械

加温設備等

○化石燃料の使用による

　温室効果ガス（二酸化炭

　素）の発生

○農業機械作業による土壌

　の圧密

施　肥
○不適切な施肥による水質

　汚濁・富栄養化

○肥料成分由来の温室効果

   ガス（一酸化二窒素）の

   発生

○化学肥料への過度な依存

　による土壌の劣化

防　除
○不適切な農薬使用による

　水質汚濁

○不適切な農薬使用による

　周辺自然生態系への影響
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３ クリーン農業による環境保全効果

○ クリーン農業に対する道民理解を促進し、一層の普及・拡大を図るため、(地独）北海道立総合研究機構と連携し、クリーン
農業による温暖化ガスの発生抑制や生物多様性保全の効果を客観的に評価する手法を開発。
○ 水稲ではクリーン農業技術の導入により、面積当たりの温暖化ガス排出量が約５％減少すると推計され、地球温暖化防止
に貢献。
○ 減農薬栽培のほ場においては、天敵生物の個体数の増加が確認され、生物多様性保全に貢献。

地球温暖化防止の効果 生物多様性保全の効果

資料：北海道立総合研究機構「天敵生物の発生量増加によるクリーン農業の環境保全効果
の確認（H24（2011））

水稲
大豆

ばれいしょ
キャベツ秋まき小麦

ｱｼﾅｶﾞｸﾞﾓ
類

ﾃﾝﾄｳﾑｼ
類

ｸｻｶｹﾞﾛｳ
類

ﾋﾒﾊﾅ
ｶﾒﾑｼ類

ｷﾞﾌｱﾌﾞﾗ
ﾊﾞﾁ

クモ類

クリーン農業において殺虫剤成分回数を削減したほ場で
発生の増加が認められる天敵生物

資料：北海道立総合研究機構「生産・流通・消費から見たクリーン農業の総合評価」（H30）
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４ なぜ、クリーン農業か？

○ 本道では、昭和30年代（1950～60年代）以降、食料の安定供給や生産性の向上、コスト低減を図る上で、大型機械の導入
や化学合成資材の投入といった農業技術の活用が進められてきた結果、化学肥料や化学合成農薬への依存度が高まり、
有機物の土壌還元が不足し土壌の肥沃度の低下を招くとともに、環境や健康への影響が懸念されていた。

○ このため、道は、恵まれた自然条件を活かし、人に優しい、そして、自然に優しい北海道農業の確立を目指して「クリーン農
業」の取組を平成３年（1991年）から推進。

○ 2030年代の道内の気温は平均２℃上昇すると予測され、農業分野での地球温暖化防止に積極的に貢献するとともに、
SDGs（持続可能な開発目標）などの動きに適切に対応するためにも、クリーン農業は、今後も、ますます重要となる取組。

■ クリーン農業の取組への背景

１ 土壌の劣化
① 化学肥料への過度な依存
② 有機物利用の低下
③ 農業用機械の大型化

２ 環境や健康へのリスク増大
① 化学合成農薬への過度の依存
② 農業者の健康被害に対する不安
③ 農作物の残留農薬に対する不安

３ 地下水の水質汚染
① 化学肥料（窒素質肥料）の多投入
② 家畜排せつ物の不適切な処理

■ 地球温暖化が道内農作物に及ぼす影響（2030年代予測）

■ 2030年代の道内の気象変動予測による17.5℃以上の地域（６～９月の平均気温）

資料：（地独）北海道立総合研究機構「地球温暖化が道内主要作物に及ぼす影響とその対応方向（2030年代の予測）

区 分 収 量 品 質

水 稲
やや増加
（登熟期間の気象条件向上）

良食味化
（アミロース、タンパクの低下）

小 麦
８～18％減（日射量低下）
降水量増で水分不足緩和地域も

品質低下
（降水量増等で倒伏、穂発芽、赤かび病）

てんさい 根重12％増、糖量６％増 根中糖分（％）0.8ポイント低下

ばれいしょ 15％程度減（日射量低下） でんぷん含有量低下

大 豆 「ユキホマレ」道央、道南以外で増加
「トヨムスメ」殆どの地域で増加

裂皮粒やしわ粒の多発
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道

■ 北海道クリーン農業推進計画の位置づけ

５ クリーン農業の施策上の位置づけ

○ クリーン農業は、「北海道農業・農村振興条例」（平成9年（19997年）4月制定）及び「北海道食の安全・安心条例」（平成17年
（2005年）3月制定）において位置づけられた北海道農政における重要な施策。
○ 「北海道クリーン農業推進計画」は、クリーン農業に係る施策の具体的な展開方向に関する計画であり、平成３年（1991年）
以降、５年ごとに策定・見直しを行い、令和2年（2020年）3月に第７期目となる推進計画を策定。

北海道農業・農村振興条例
（Ｈ9(1997).4)

第６期北海道農業・農村振興推進計画
(R3(2021).3)

北海道食の安全・安心基本計画[第4次］
(H31(2019).3)

北海道食の安全・安心条例
(Ｈ17(2005).3)

北海道有機農業推進計画［第４期］
（R４(2022).3）

有機農業の推進に関する法律
（H18(2006).12）

環境と調和のとれた食料システムの
確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に

関する法律（R4(2022).5）
国

北海道クリーン農業推進計画（第７期）（Ｒ２(2020).３）

（１５条 環境と調和した農業の促進等） （１６条 農産物等の安全及び安心の確保）

農業の有する多面的機能の
発揮の促進に関する法律

（H26(2014).6）

関 連

施策の具体的な展開方向に関する計画

◆ 施策の推進方針と展開方向 ◆
①クリーン農業への理解の促進 ②クリーン農業技術の開発と普及 ③YES!clean農産物の拡大
④有機農業の拡大 ⑤国際水準ＧＡＰの推進

農林漁業における環境負荷低減事業活動の
促進に関する北海道基本計画

（R４(2022).12）
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６ クリーン農業推進計画の策定状況と取組内容

○ 道では、平成３年(1991年)から農業者、関係機関・団体と一体となってクリーン農業の推進に取り組んでおり、平成16年（2004
年）からは有機農業への取組も併せて進め、クリーン農業が北海道農業のスタンダードとなることを目指して施策を推進。

期間 Ⅰ期 （H3～H7）
(1991～1995)

Ⅱ期 （H8～H12）
(1996～2000)

Ⅲ期 （H13～H17）
(2001～2005)

Ⅳ期 （H18～H22）
(2006～2010)

Ⅴ期 （H22～H26）
(2010～2014)

主な
取組

表示
制度

施

策

の

展

開

方

向

・化学肥料・農薬の適正
使用の促進
・北海道クリーン農業推
進協議会の設立
（Ｈ３(1991))

YES!clean表示制度
の創設（H12(2000))
※数値基準なし

YES!clean表示制度の
改正（H15(2003)）
※数値基準導入

加工食品における
YES!clean表示制度
の創設（H23(2011))

ク リ ー ン 農 業

有 機 農 業

クリーン農業技術
の開発と普及(H3：
技術開発に着手)

YES!clean農産物の消費者・流通業者向けＰＲ

有機農業技術の調
査分析と情報提供

有機農業技術の開発

有機農業の普及啓発

有機農業技術の開発と普及

有機農産物の生産・流通・消費の拡大

・化学肥料や化学合成
農薬を慣行水準よりで
きるだけ低くする取組
を促進

・クリーン農業技術の手引
き、技術体系等を作成し
普及促進
・クリーン農産物の生産拡大

・YES!clean農産物の生産
拡大
・有機農業者の育成、有
機農産物の販路確保

・高度なクリーン農業
技術の開発・普及
・YES!clean農産物の
認知度の向上

・クリーン農業技術の
多様化、対象作物
拡大・化学肥料・農薬の３

割減
・３つの品質向上（安
全、おいしさ、栄養価）

Ⅵ期 （H27～R元）
(2015～2019)

Ⅶ期 （R2～R6）
(2020～2024)

・安定したクリーン農
業生産技術の開発・
再構築、普及
・環境保全型農業の
効果的な訴求

・安定した高度クリー
ン農業技術の開発・
普及
・YES!clean表示制度
の効果的な訴求

国際水準ＧＡＰの
推進

農業生産基盤の整備・農業生産活動を通じた環境保全の取組 ・ 自然循環型畜産

安定したクリーン農
産物の生産拡大

SDGsなどへの対応
等環境保全型農
業のＰＲ強化

生産者から流通・
販売事業者、消費
者への効果的ＰＲ

環境保全効果の評価とＰＲ

高度なクリーン農業技術等の
開発と普及
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７ 北海道クリーン農業推進計画（第７期）について

クリーン農業の取組状況
■ YES!clean登録生産集団数及び作付面積の推移 ■ 北海道の単位面積当たり主要肥料及び農薬出荷量の推移

・SDGｓなど持続的社会づくりに対する関心の高まり

・気候変動による新規病害虫等の発生

・担い手の高齢化や減少と農業経営規模の拡大

・ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ等を契機とした国際水準ＧＡＰ導入

の加速化

・農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律

の施行

社会情勢や取り巻く環境の変化

３ YES !c l ean農産物の拡大
・農業者への制度普及や技術支援による登録集団の増加

・消費者に対するＰＲや学校給食への利用促進、食育活動の推進

・流通・販売事業者への理解促進による安定した販路拡大の推進

４ 有機農業の拡大
・ 情報提供などによる慣行農法からの転換や新規参入、

定着の促進、ネットワーク活動の推進

・ 安定的な販路確保のため、流通・販売事業者とのマッチングの促進

・ ＰＲ販売や農作業体験など、消費者の理解の醸成

施策の推進方針と展開方向

持続可能な北海道農業・農村

１ クリーン農業への理解の促進
・農業者や流通・販売事業者、消費者に対して、

クリーン農業の重要性を啓発

・農業体験、出前講座、農業者との交流など、親しみやすい方法で理解を促進

・北海道クリーン農業サポーター制度を創設

【北海道クリーン農業サポーター数】
（新設）

⇒ ３,０００名（R6(2024)）

２ クリーン農業技術の開発と普及

◇ クリーン農業技術の開発

・新規・特異発生病害虫対策など、安定したクリーン農業技術の開発と再構築

・ＩＰＭ技術などによる化学合成農薬の削減やセンシング技術の活用などによる

化学肥料の削減、省力化などＩＣＴ・AI等の先端技術を活用した技術の開発

◇ クリーン農業技術の普及

・農業者間の情報交換の促進や現地実証、栽培基準づくりなどへの支援

・環境保全型農業直接支払交付金などの活用

【環境保全型農業の取組農家の割合】
５１％（H27(2015)）

⇒ ８０％（R6(2024)）

【 YES!clean作付面積】
１７，７３４ｈａ（H30(2018)）

⇒ ２０,０００ｈａ（R6(2024)）

【有機農業取組面積】
４，０６４ｈａ（H29(2017)）

⇒ ６，５００ｈａ（R6(2024)）

５ 国際水準ＧＡＰの推進

・ 国際水準ＧＡＰ導入に向けた気運の醸成

・地域の実情を踏まえたＧＡＰ導入促進に向けた支援体制

の整備や指導者のレベルアップの促進

【国際水準ＧＡＰ認証取得数】
２３４農場（H30(2018)）

⇒ ３９０農場（R6(2024)）
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○ 北海道では、全国に先駆けて平成３年からクリーン農業を推進してきたことにより、環境保全型農業に取り組む農業者は、
平成27年（2015年）で19,292戸で、全道の販売農家に対する割合は51％と都府県の35％に対して高い。

■ 環境保全型農業の取組農家の内訳（H27（2015）)

資料：農林業センサス

（単位：戸）

■ 環境保全型農業の取組農家数の推移

■ 販売農家のうち環境保全型農業の取組農家の
割合の推移

資料：農林業センサス

資料：農林業センサス

注1：環境保全型農業とは、「堆肥による土づくり」、「減化学肥料」、「減農薬」のいずれかの取組を実施し
ている農家

注2：（ ）の数値は、販売農家に占める環境保全型農業を実施している戸数割合

（単位：戸）

（年度）

（％）

８ これまでのクリーン農業の取組状況と成果①

環境保全型農業の取組農家数

化学肥料 農薬の 堆肥による

の低減 低減 土作り

38,086 19,292 11,975 13,592 12,195

(51%) (31%) (36%) (32%)

1,291,505 447,168 272,254 348,326 207,348

(35%) (21%) (27%) (16%)

1,329,591 466,460 284,229 361,918 219,543

(35%) (21%) (27%) (17%)
計

区分

北海道

都府県

販売
農家数

取組農家
実戸数

販　売
農家数
①

取　組
農家数
②

割合
②/①

販　売
農家数
①

取　組
農家数
②

割合
②/①

販　売
農家数
①

取　組
農家数
②

割合
②/①

販　売
農家数
①

取　組
経営体数

②

割合
②/①

北海道 62,611 20,760 33% 51,990 32,865 63% 44,050 31,981 73% 38,086 19,292 51%

都府県 2,274,298 480,796 21% 1,911,434 885,888 46% 1,587,156 779,555 49% 1,291,505 447,168 35%

計 2,336,909 501,556 21% 1,963,424 918,753 47% 1,631,206 811,536 50% 1,329,591 466,460 35%

区分

H12(2000) H17(2005) H22(2010) H27(2015)
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９ これまでのクリーン農業の取組状況と成果②

■ 単位面積当たりの農薬出荷量の推移 ■ 単位面積当たりの主要肥料出荷量の推移

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、（財）日本植物防疫協会「農薬要覧」 資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」、
日本肥料アンモニア協会「単肥及び複合肥料都道府県別出荷実績」

注１：主要肥料とは、硫安、尿素、高度化成などの６種類
注１：農薬とは、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、除草剤、植物生長調整剤など

注２：単位面積とは、作付延べ面積であり、飼肥料作物を除く
注２：単位面積とは、作付延べ面積であり、飼肥料作物を除く

○ 単位面積当たりの農薬出荷量は、クリーン農業がスタートした平成３年度（1991年度）と比べ49.7％減少（R４年度）
○ 単位面積当たりの主要肥料出荷量は、クリーン農業がスタートした平成３年度（1991年度）と比べ39.1％減少（R４年度）

↑
クリーン農業
スタート

↑
YES!clean

数値基準導入

（kg／ha）

（年度）

平成３年
(1991)に比べ
49.7％の減

742.8
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452.2
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458…

343.8

200

400
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800

元 2 3 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

北海道

都府県

↑
クリーン農業
スタート

↑
YES!clean

数値基準導入

（kg／ha）

（年度）

平成３年
(1991)に比べ
39.1％の減
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Ⅰ なぜクリーン農業か？

Ⅱ YES!clean農産物表示制度

Ⅲ YES!clean農産物に対するアンケート

Ⅳ 農業試験場の研究成果

Ⅴ 国の施策と道の対応
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○ クリーン農業の円滑な推進を図るため、生産・流通・消費の関係団体と北海道の１９機関・団体で構成する「北海道クリーン
農業推進協議会」を平成３年(1991年)８月に設立し、現在、「北のクリーン農産物（YES!clean）表示制度」に基づく登録や普及啓
発及びＰＲ活動などを実施。

■ 北海道クリーン農業推進協議会の概要 ■ 令和３年度（2021年度）の活動内容

１ 設 立 平成３年（1991年）８月

２ 構成機関 １９機関・団体
（事務局：北海道農業協同組合中央会）

北海道農業協同組合中央会、北海道信用農業協同組合
連合会、ホクレン農業協同組合連合会、北海道厚生農業
協同組連合会、全国共済農業協同組合連合会北海道本
部、北海道農業共済組合連合会、北海道家畜畜産物衛
生指導協会、北農会、北海道経済連合会、北海道市場協
会、北海道スーパーマーケット協会、北海道食品産業協
議会、日本フードサービス協会、北海道消費者協会、北
海道生活協同組合連合会、北海道立総合研究機構農業
研究本部、北海道市長会、北海道町村会、北海道

３ 主な事業
・ クリーン農業の推進対策の検討及び実施
・ YES!clean表示制度の普及啓発
・ YES!clean表示制度に基づく審査・登録
・ YES!clean農産物のＰＲ活動 等

１ 推進協議会の開催
（総会１回、幹事会３回）

２ YES!clean表示制度の普及啓発
・ 普及啓発パンフレットの作成
・ 地区協議会及び登録集団事務局・構成員との意見交換会の開
催（13カ所）
・ 登録集団の新規開拓（２カ所）
・ 流通企業との意見交換会（１カ所）

３ YES!clean表示制度に基づく審査・登録
（幹事会３回、審査会３回）

４ YES!clean農産物のＰＲ活動 等
・ 販促資材やポスター、ＰＯＰ等の作成及び活用
・ YES!clean農産物の販売に向け、YES!cleanマークの表示承認や
販促のための資材の提供
・ ホームページ、地域イベント、メディア等の活用による情報提供
日本農業新聞への広告掲載
道庁ロビー展への出展
学校給食食育情報誌への記事掲載
高校へのクリーン農業出前講座
地域イベント 等

10 北海道クリーン農業推進協議会
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